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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第132期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

  

 

回次 第131期中 第132期中 第133期中 第131期 第132期 

会計期間 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
６月30日 

自平成18年
１月１日 

至平成18年 
６月30日 

自平成19年
１月１日 

至平成19年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
１月１日 

至平成18年 
12月31日 

売上高 （百万円） 27,399 29,004 28,532 53,981 57,607

経常利益 （百万円） 1,957 2,794 3,078 4,207 5,466

中間（当期） 
純利益 

（百万円） 1,223 1,674 2,001 2,410 3,192

純資産額 （百万円） 37,553 43,756 46,774 41,888 45,219

総資産額 （百万円） 62,321 69,584 71,382 69,329 70,561

１株当たり 
純資産額 

（円） 1,171.91 1,339.92 1,430.88 1,303.86 1,376.83

１株当たり中間 
(当期)純利益 

（円） 37.85 52.18 62.13 73.93 99.36

潜在株式調整後 
１株当たり中間
(当期)純利益 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 60.2 61.8 64.5 60.4 62.9

営業活動によるキ
ャッシュ・ 
フロー 

（百万円） 3,056 4,413 4,104 4,266 5,476

投資活動によるキ
ャッシュ・ 
フロー 

（百万円） △770 △1,107 △1,135 △3,014 △2,049

財務活動によるキ
ャッシュ・ 
フロー 

（百万円） △1,862 △1,384 △503 △2,008 △1,832

現金及び現金同等
物の中間期末 
（期末）残高 

（百万円） 8,545 9,349 11,635 7,444 9,085

従業員数 
［外、平均臨時 
雇用者数］ 

（人）
2,308 
[1,314] 

2,422
[1,363] 

2,509
[1,347] 

2,345 
[1,353] 

2,544
[1,342] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」

については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３．第132期中の１株当たり配当額８円は、創業120年記念配当金１円を含んでおります。 

４．第132期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

  

 

回次 第131期中 第132期中 第133期中 第131期 第132期 

会計期間 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
６月30日 

自平成18年
１月１日 

至平成18年 
６月30日 

自平成19年
１月１日 

至平成19年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
１月１日 

至平成18年 
12月31日 

売上高 （百万円） 22,059 23,092 22,613 42,668 45,242

経常利益 （百万円） 1,531 1,811 1,993 3,104 3,747

中間（当期） 
純利益 

（百万円） 1,041 1,187 1,300 2,023 2,205

資本金 （百万円） 4,497 4,497 4,497 4,497 4,497

発行済株式総数 （株） 34,143,146 34,143,146 34,143,146 34,143,146 34,143,146

純資産額 （百万円） 34,271 38,758 39,976 38,089 39,276

総資産額 （百万円） 54,606 61,393 62,048 60,478 61,101

１株当たり配当額 （円） 7.00 8.00 9.00 15.00 17.00

自己資本比率 （％） 62.7 63.1 64.4 63.0 64.3

従業員数 
［外、平均臨時 
雇用者数］ 

（人）
636 
[111] 

629
[119] 

617
[130] 

626 
[113] 

620
[120] 



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社40社及び関連会社３社で構成され、筆記具及び筆記具周辺商品事

業部門とその他の事業部門とで、事業を行っております。 

 当中間連結会計期間における、各事業部門に係る事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであります。 

(1)事業内容の重要な変更 

 重要な変更はありません。 

  

(2)主要な関係会社の異動 

＜筆記具及び筆記具周辺商品事業＞ 

 当社グループの生産活動効率化のため、深圳新華菱文具制造有限公司を設立いたしました。 

 また当社グループの人事総務サービス効率化のため、ユニ産業㈱は、㈱ユニゼネラルサービスを吸収合併しました。 

  

＜その他の事業＞ 

 重要な異動はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 従来、連結子会社でありました㈱ユニゼネラルサービスは平成19年４月１日付で、非連結子会社でありましたユニ産業㈱に吸

収合併され、解散しました。 

 尚、当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

 （注） 「主要な事業の内容」欄には、事業部門の名称を記載しております。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員数を外数で記載しておりま

す。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、（ ）内に当中間会計期間の平均人員数を外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に運営され、特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％） 
関係内容 

（連結子会社）    

深圳新華菱文具制造
有限公司 

中国 深圳 
（千人民元）

1,000 
筆記具及び筆記具
周辺商品事業 

100.0
当社仕様製品の 
製造 

（連結子会社）    

ユニ産業㈱ 東京都品川区
（百万円）

10 
筆記具及び筆記具
周辺商品事業 

100.0
当社グループへの
人事総務サービス 

  平成19年６月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

筆記具及び筆記具周辺商品事業 2,394 (1,227) 

その他の事業 115 (120) 

合計 2,509 (1,347) 

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 617 (130) 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の国際経済は原油価格や為替などが不安定な推移を示したものの、わが国経済は民間設備投資が堅調に

推移するとともに所得状況の改善により個人消費も底堅く、景気は緩やかな回復を続けております。 

文具業界におきましては昨年来好評を博している「塗り絵」「写本」が余暇のひとつとして定着し鉛筆の需要を底支えして

おります。また、個性を表現する道具として筆記具の良さが多方面で見直されつつあります。 

このような状況のもと当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社。以下同じ）におきましては書き味の良さで高

い評価を得ているボールペン「JETSTREAM」や最高級色鉛筆「ペリシア」の拡販に努める一方、DVDのついた色鉛筆セット「脳

芸教室～大人の塗り絵」、アルファゲルシリーズの新作シャープペンシル「シャカシャカ」など、さまざまな新製品を発売し

ました。 

その結果、当社グループの中間連結会計期間の売上高は28,532百万円（前年同期比98.4％）、経常利益は3,078百万円（前年

同期比110.2%）、中間純利益は2,001百万円（前年同期比119.5％）となりました。 

事業部門別の業績をみると、筆記具及び筆記具周辺商品事業部門においては、新製品に牽引された油性ボールペンや水性

ボールペンの伸びにより主力の筆記具は堅調に推移しましたが、非筆記具が伸び悩みました。その結果、当中間連結会計期間

の売上高は、27,109百万円（前年同期比98.4％）となりました。その他の事業部門も、需要の伸び悩み等から、当中間連結会

計期間の売上高は、1,422百万円（前年同期比98.7％）となりました。 

所在地別セグメントの業績をみると、日本は非筆記具が伸び悩み、売上高は23,994百万円（前年同期比95.0%）となりまし

た。アジアは各市場において当社製品の浸透のための販売活動が寄与し、売上高は2,970百万円（前年同期比120.4%）となりま

した。また、その他地域の売上高は1,567百万円（前年同期比122.3％）となりました。 

なお、上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ2,549百万

円増加し、11,635百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は税金等調整前中間純利益3,144百万円、減価償却費825百万円などにより4,104百万円（前年同

期比308百万円の減少）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は、おもに生産設備増強を目的とした固定資産の取得による支出660百万円などにより1,135百万円

（前年同期比28百万円の支出の増加）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用した資金は503百万円（前年同期比881百万円の支出の減少）となりました。この主な使途は配当金の支払286

百万円、短期借入金の返済189百万円等であります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する

割合は次のとおりであります。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題はありません。尚、

当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）については、以下のとおりとなっております。 

 当社は、平成19年２月19日開催の取締役会において、当社の企業価値の向上ならびに株主共同の利益の確保を目的として、当

社株式の大規模買付行為に関する対応方針（以下「本対応方針」といいます。詳細につきましてはインターネットの当社ホーム

ページ（http://www.mpuni.co.jp/ir/index.html）に掲載しております。）について決議いたしました。さらに本対応方針の導

入については、平成19年３月29日に開催されました当社定時株主総会において、本対応方針導入に際して必要となる定款の変更

決議（当社取締役の任期短縮および発行可能株式総数の増加）、ならびに本対応方針導入に賛同する取締役全員の選任決議を通

じて株主の皆様にご承認をいただきました。 

  

 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

筆記具及び筆記具周辺商品事業 （百万円） 19,690 99.7 

その他の事業 （百万円） 512 88.7 

合計 （百万円） 20,202 99.4 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

筆記具及び筆記具周辺商品事業 （百万円） 27,109 98.4 

その他の事業 （百万円） 1,422 98.7 

合計 （百万円） 28,532 98.4 

相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

SANFORD CORPORATION 4,954 17.1 4,316 15.1 



① 基本的な考え方 

 当社取締役会は、当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合、これに応じるかどうかは、最終的には当社株主の皆様

の判断に委ねられるべきものと考えております。もっとも、株主の皆様に適切な判断をいただくためには、買付者等および当

社取締役会等からの十分な情報提供と、株主の皆様が検討を行うに相当な期間が必要不可欠です。 

 また、当社株式を売却せず継続的に保有するお考えの株主の皆様にとりましても、買付者等が指向しようとする、当社のお

客様および取引先、関係会社、従業員等の利害関係者との関係についての方針を含む経営方針や事業計画の内容等は、当社株

式の継続保有を検討する上で重要な判断材料であると考えます。そこで、本対応方針は、企業価値向上および株主共同の利益

確保のため、当社株式に対する大規模買付行為を行う場合の手続を定め、かかる手続の遵守を買付者等に求めることで、株主

の皆様が十分な情報と検討の時間を得られないまま判断を迫られる事態を回避するとともに、当社の企業価値および株主共同

の利益を損なう大規模買付行為を防止しようとするものです。 

  

② 大規模買付ルールの概要 

(ア)情報の提供 

 当社株券等について、買付者等の株券等保有割合の合計を20％以上とすることを目的とする買付け、または結果として買

付者等の株券等所有割合の合計が20％以上となる買付を「大規模買付行為」とします。これらの大規模買付行為の開始に先

立って、大規模買付ルールを遵守する旨の誓約のほか、買付者等の名称、住所等、および企図されている大規模買付行為の

概要等を明示した「買付説明書」、ならびに「大規模買付情報」を書面にて提出していただきます。当社取締役会は、大規

模買付情報が提出された場合、ただちにこれを独立委員会に提供します。なお、当社取締役会または独立委員会が、買付者

等から当初提供を受けた情報だけでは不十分であると判断した場合には、必要な追加情報の提供を随時買付者等に求めるこ

とがあります。 

(イ)独立委員会による検討・勧告 

 独立委員会は、当社取締役会が大規模買付行為への対抗措置として新株予約権の無償割当てを決定するにあたり、大規模

買付ルールが遵守されたか否か、当該大規模買付行為が当社の企業価値あるいは株主共同の利益を損なう買付けに該当する

か否か等を、公正・中立な第三者の視点から客観的に判断し、対抗措置の発動等が相当かどうかについて検討を行うものと

します。その期間は、大規模買付情報の提供が完全に行われたと判断した日の翌日から最長で90営業日間とします。なお、

大規模買付行為は、独立委員会による検討期間の経過後にのみ開始されるべきものとします。 

 独立委員会は買付者等が大規模買付ルールにつきその重要な点に違反した場合、原則として当社取締役会に対して大規模

買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。一方、買付者等が大規模買付ルールを遵守した場合、独立委員会は、原則

として、当社取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告します。ただし、大規模買付ルールが遵

守されている場合であっても、独立委員会は、当該買付者等が「濫用的買収者」に該当すると認められる場合には、企業価

値向上および株主共同の利益確保のため、当社取締役会に対して、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告し

ます。 

(ウ)当社取締役会による決議 

 当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、遅滞なく、対抗措置の発動、不発動または中止その他の必要

な決議を行うものとします。当社取締役会による意見形成、代替案立案および買付者等との交渉の結果が独立委員会の勧告

内容と異なる場合でも、合理的な理由がある場合を除き、当社取締役会は独立委員会による勧告を最大限尊重するものとし

ます。 

(エ)有効期限 

 本対応方針の有効期限は、平成19年３月29日開催の当社定時株主総会の時から当社中期３ヵ年計画の最終事業年度である

平成21年度決算に関する当社定時株主総会（平成22年３月開催予定）終結の時までとします。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 平成19年４月１日に、連結子会社である㈱ユニゼネラルサービスを解散会社、非連結子会社であるユニ産業㈱を承継会社とす

る吸収合併を行なっております。詳細は、第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 注記事項（企業結合等関係）に記載し

ております。 

 



５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、「最高の品質こそ最大のサービス」の社是のもと、筆記具及びその周辺商品等における新製

品の開発と品質向上、安全性の確保、環境問題への対応を目的としております。また筆記具以外の分野にもこれらの成果を広く

応用展開することも積極的に進めております。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費は1,159百万円でした。このうち1,139百万円は筆記具及び筆記具周辺商品事業

に係るものであります。以下は筆記具及び筆記具周辺商品の主な研究開発活動及び成果であります。 

(1）筆記具部門 

① 「ユニ α-gel（アルファゲル）シャープペンシル シャカシャカ」を発売いたしました。 

 衝撃吸収材α-gelのシリーズにペンを振ると芯が出る機構のシャープペンシルが加わりました。ロック機構を備え、無

用な芯の繰り出しをコントロールします。 

② 「脳芸教室 大人の塗り絵」を発売いたしました。 

 脳の活性化に有効な塗り絵のセット。塗り絵の絵本に水彩色鉛筆、デッサン用鉛筆、説明用DVDを加えました。 

③ 「ユニ シグノ エンジェリックカラー」を発売いたしました。 

 新開発のインクで隠蔽性、耐光性に優れるうえに、長期保存の写真などにも書き込み可能なゲルインクボールペンを

発売しました。 

④ 「JUMPOP」を発売いたしました。 

 遊び心と携帯性を備えた軸伸縮機能付き筆記具、JUMPOP（シャープペンシルとボールペンの２種類）を発売しまし

た。 

  

(2）筆記具周辺商品部門 

① 化粧品部門 

 筆記具のインク塗布機構設計を応用し、お客様の使い勝手の良い化粧品容器の開発を行っております。また、化粧液

や化粧鉛筆についても、筆記具で培った超微粒子顔料分散技術や鉛筆製造技術を応用することにより開発しておりま

す。その成果として、国内・海外の化粧品業界から高い評価を受けております。 

② カーボン部門 

 シャープ芯の研究から生まれた当社独自のカーボン製造技術であるＰＦＣＴ（Plastic Formed Carbon Technology）

による機能性炭素材は広い分野で高い評価を得ており、カーボンランプヒーター用発熱体、高性能スピーカー用振動

板、電極材料などで優れた実績を収め、燃料電池用セパレーターなどの更なる応用分野においても大きな期待がもたれ

ております。 

③ 染色インク部門 

 筆記具インク開発から生まれた顔料分散技術を展開し、環境に優しい繊維染色インク「uni COLOR FOR Textile」の開

発に成功しました。無水染色技術への開発展開など、保有する技術を用いてその他応用分野への展開を進めています。 

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設について、重要な変更はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設・除却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 136,500,000 

計 136,500,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成19年６月30日） 
提出日現在発行数（株）
（平成19年９月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 34,143,146 34,143,146
東京証券取引所 
（市場第１部） 

－ 

計 34,143,146 34,143,146 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高 

（株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成19年１月１日 
～ 

平成19年６月30日 
－ 34,143,146 － 4,497 － 3,582



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記住友信託銀行株式会社の所有の株式数のうち、信託業務に係る株式数は692百株であります。 

２．上記のほか、自己株式9,822百株（2.87％）があります。 

  

 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（百株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 

（％） 

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい三丁目１番１号 16,383 4.79

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 16,372 4.79

三菱鉛筆取引先持株会 東京都品川区東大井五丁目23番37号 14,413 4.22

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 12,668 3.71

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀一丁目２番１号 11,720 3.43

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 10,202 2.98

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 10,084 2.95

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪市北区西天満四丁目15番10号 9,515 2.78

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 9,515 2.78

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 8,997 2.63

計 － 119,870 35.10



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）
普通株式  982,200 

－ － 

（相互保有株式）
普通株式 1,315,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 31,791,000 317,910 － 

単元未満株式 普通株式  54,946 － － 

発行済株式総数 34,143,146 － － 

総株主の議決権 － 317,910 － 

    平成19年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

（株） 

他人名義
所有株式数 

（株） 

所有株式数 
の合計 

（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式）    

三菱鉛筆㈱ 
東京都品川区東大井 
五丁目23番37号 

982,200 － 982,200 2.87

（相互保有株式）    

三菱鉛筆群馬県販売㈱ 
群馬県前橋市問屋町 
二丁目６番３号 

25,000 － 25,000 0.07

三菱鉛筆埼玉県販売㈱ 
埼玉県さいたま市浦和区領家
六丁目18番11号 

12,500 － 12,500 0.03

三菱鉛筆東京販売㈱ 
東京都墨田区太平 
四丁目３番８号 

522,000 － 522,000 1.52

三菱鉛筆九州販売㈱ 
福岡県福岡市博多区吉塚 
二丁目20番21号 

257,100 － 257,100 0.75

三菱鉛筆沖縄県販売㈱ 
沖縄県那覇市辻 
一丁目11番５号 

2,000 － 2,000 0.00

三菱鉛筆北海道販売㈱ 
北海道石狩市新港西 
一丁目778番地５ 

500 － 500 0.00

三菱鉛筆東関東販売㈱ 
茨城県水戸市谷津町字細田 
１番34 

22,900 － 22,900 0.06

㈱ユニ物流 
東京都品川区東大井 
五丁目23番37号 

465,000 － 465,000 1.36

㈱菱和 
東京都品川区東大井 
五丁目23番37号 

5,000 － 5,000 0.01

菱友トレーディング㈱ 
東京都品川区東大井 
五丁目23番37号 

1,000 － 1,000 0.00

㈱高井田エステート 
大阪府東大阪市高井田本通 
七丁目６番24号 

2,000 － 2,000 0.00

計 － 2,297,200 － 2,297,200 6.72



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動及び役職の異動はありません。 

  

 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 1,860 1,879 2,045 2,075 2,045 1,905 

最低（円） 1,730 1,741 1,719 1,922 1,772 1,778 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の中間

連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の中間財務諸表並びに当中間連結会計期間

（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月

30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

    
前中間連結会計期間末
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金     9,366 11,751   9,096 

２．受取手形及び売掛金 ※４   14,297 14,366   15,502 

３．たな卸資産     11,134 11,172   11,102 

４．繰延税金資産     867 994   945 

５．その他     815 835   1,173 

  貸倒引当金     △189 △161   △169 

流動資産合計     36,292 52.2 38,958 54.6   37,650 53.4

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※１ 11,550 11,542 11,547  

減価償却累計額   7,129 4,420 7,325 4,217 7,266 4,281 

(2）機械装置及び運搬具 ※１ 18,014 16,932 16,864  

減価償却累計額   14,787 3,226 13,705 3,227 13,571 3,293 

(3）土地 ※１   4,460 4,455   4,454 

(4）建設仮勘定     433 488   369 

(5）その他   11,717 12,065 11,860  

減価償却累計額   10,218 1,499 10,602 1,462 10,356 1,503 

有形固定資産合計     14,040 20.2 13,850 19.4   13,903 19.7

２．無形固定資産     433 0.6 501 0.7   480 0.7

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券     15,642 15,040   15,443 

(2）繰延税金資産     122 92   118 

(3）前払年金費用     2,091 1,968   2,037 

(4）その他     1,008 1,086   1,042 

  貸倒引当金     △47 △115   △115 

投資その他の資産合計     18,818 27.0 18,072 25.3   18,526 26.2

固定資産合計     33,292 47.8 32,424 45.4   32,911 46.6

資産合計     69,584 100.0 71,382 100.0   70,561 100.0

         



  

  

    
前中間連結会計期間末
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※４   9,806 9,706   9,433 

２．短期借入金 ※１   2,366 1,750   1,982 

３．未払法人税等     959 1,026   1,404 

４．繰延税金負債     34 －   0 

５．賞与引当金     398 413   411 

６．役員賞与引当金     17 20   35 

７．返品引当金     81 59   64 

８．未払金     2,360 2,132   2,335 

９．その他     1,412 1,511   1,529 

流動負債合計     17,435 25.0 16,619 23.3   17,197 24.4

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１   88 127   145 

２．繰延税金負債     4,238 3,955   4,050 

３．退職給付引当金     3,380 3,228   3,297 

４．役員退職慰労引当金     489 564   534 

５．その他     195 112   117 

固定負債合計     8,392 12.1 7,988 11.2   8,144 11.5

負債合計     25,828 37.1 24,607 34.5   25,341 35.9

         

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本        

１．資本金     4,497 6.5 4,497 6.3   4,497 6.4

２．資本剰余金     3,612 5.2 3,671 5.1   3,671 5.2

３．利益剰余金     29,455 42.3 32,577 45.6   30,737 43.6

４．自己株式     △1,489 △2.2 △1,380 △1.9   △1,403 △2.0

株主資本合計     36,075 51.8 39,366 55.1   37,502 53.2

Ⅱ 評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価 
差額金 

    6,694 9.6 6,161 8.6   6,462 9.1

２．繰延ヘッジ損益     △2 △0.0 △3 △0.0   △4 △0.0

３．為替換算調整勘定     244 0.4 565 0.8   398 0.6

評価・換算差額等合計     6,936 10.0 6,724 9.4   6,856 9.7

Ⅲ 少数株主持分     744 1.1 684 1.0   860 1.2

純資産合計     43,756 62.9 46,774 65.5   45,219 64.1

負債純資産合計     69,584 100.0 71,382 100.0   70,561 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     29,004 100.0 28,532 100.0   57,607 100.0

Ⅱ 売上原価     16,170 55.8 15,697 55.0   32,331 56.1

売上総利益     12,833 44.2 12,834 45.0   25,275 43.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   10,388 35.8 10,142 35.6   20,402 35.4

営業利益     2,445 8.4 2,692 9.4   4,872 8.5

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息   18 20 39  

２．受取配当金   115 116 160  

３．受取家賃及び地代   90 96 195  

４．為替差益   － 141 85  

５．その他   266 490 1.7 88 463 1.6 313 793 1.4

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息   26 21 48  

２．持分法による投資損失   55 6 45  

３．為替差損   9 － －  

４．売上割引   － 14 25  

５．その他   50 141 0.5 35 77 0.2 80 200 0.4

経常利益     2,794 9.6 3,078 10.8   5,466 9.5

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ － 3 －  

２．投資有価証券売却益   2 102 2  

３．貸倒引当金戻入益   － 10 －  

４．その他   － 2 0.0 － 117 0.4 44 47 0.1

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却及び除却損 ※３ 55 15 89  

２．投資有価証券売却損   － 32 －  

３．減損損失 ※４ 164 － 167  

４．役員退職慰労金   2 2 9  

５．その他   － 222 0.7 － 50 0.2 6 272 0.5

税金等調整前中間(当期)
純利益 

    2,574 8.9 3,144 11.0   5,241 9.1

法人税、住民税及び 
事業税 

※５ 931 968 2,138  

法人税等調整額 ※５ △76 855 2.9 92 1,060 3.7 △196 1,941 3.4

少数株主利益     43 0.2 82 0.3   107 0.2

中間（当期）純利益     1,674 5.8 2,001 7.0   3,192 5.5

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日 残高 
（百万円） 

4,497 3,612 28,064 △1,481 34,692

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当   △254   △254

役員賞与の支給   △30   △30

中間純利益   1,674   1,674

自己株式の処分   0 0 0

自己株式の取得     △7 △7

株主資本以外の項目の中間連結会計 
期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 0 1,390 △7 1,382

平成18年６月30日 残高 
（百万円） 

4,497 3,612 29,455 △1,489 36,075

  

評価・換算差額等

少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 
（百万円） 

6,907 － 287 7,195 753 42,641

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当     △254

役員賞与の支給     △30

中間純利益     1,674

自己株式の処分     0

自己株式の取得     △7

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額） 

△213 △2 △42 △259 △8 △267

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△213 △2 △42 △259 △8 1,115

平成18年６月30日 残高 
（百万円） 

6,694 △2 244 6,936 744 43,756



当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

4,497 3,671 30,737 △1,403 37,502

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当   △286   △286

役員賞与の支給   △0   △0

中間純利益   2,001   2,001

連結子会社増加に伴う剰余金増加高   125   125

自己株式の処分   0 26 26

自己株式の取得   △2 △2

株主資本以外の項目の中間連結会計 
期間中の変動額（純額） 

      －

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 0 1,840 23 1,863

平成19年６月30日 残高 
（百万円） 

4,497 3,671 32,577 △1,380 39,366

  

評価・換算差額等

少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

6,462 △4 398 6,856 860 45,219

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当     △286

役員賞与の支給     △0

中間純利益     2,001

連結子会社増加に伴う剰余金増加高     125

自己株式の処分     26

自己株式の取得     △2

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額） 

△300 1 167 △131 △176 △308

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△300 1 167 △131 △176 1,555

平成19年６月30日 残高 
（百万円） 

6,161 △3 565 6,724 684 46,774



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日 残高 
（百万円） 

4,497 3,612 28,064 △1,481 34,692

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当   △508   △508

役員賞与の支給   △30   △30

当期純利益   3,192   3,192

持分法適用会社減少による剰余金 
増加高 

  18   18

自己株式の処分   58 88 147

自己株式の取得     △9 △9

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 58 2,672 78 2,809

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

4,497 3,671 30,737 △1,403 37,502

  

評価・換算差額等

少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 
（百万円） 

6,907 － 287 7,195 753 42,641

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当     △508

役員賞与の支給     △30

当期純利益     3,192

持分法適用会社減少による剰余金 
増加高 

    18

自己株式の処分     147

自己株式の取得     △9

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額） 

△445 △4 110 △339 107 △231

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△445 △4 110 △339 107 2,578

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

6,462 △4 398 6,856 860 45,219



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  次へ 

    

前中間連結会計期間
（自 平成18年 

１月１日 
至 平成18年 

６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年 

１月１日 
至 平成19年 

６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年 

１月１日 
至 平成18年 

12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間（当期）純利益   2,574 3,144 5,241 

減価償却費   794 825 1,748 

減損損失   164 － 167 

貸倒引当金増加（△減少）額   17 △8 63 

退職給付引当金減少額   △69 △72 △155 

前払年金費用減少額   61 68 115 

受取利息及び受取配当金   △133 △136 △199 

支払利息   26 21 48 

為替差益   － △141 △85 

持分法による投資損失   55 6 45 

売上債権の減少（△増加）額   635 1,261 △439 

たな卸資産の減少額   248 14 415 

仕入債務の増加（△減少）額   242 192 △268 
その他   565 136 295 

小計   5,183 5,311 6,992 

利息及び配当金の受取額   138 136 199 
利息の支払額   △27 △18 △39 
法人税等の支払額   △880 △1,324 △1,675 

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,413 4,104 5,476 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出   △693 △660 △1,511 

固定資産の売却による収入   4 6 18 

投資有価証券の取得による支出   △437 △346 △573 

投資有価証券の売却等による収入   23 308 28 

少数株主からの株式取得による支出   － △277 － 

貸付けによる支出   △15 △2 △37 

貸付金の回収による収入   3 5 8 

定期預金の減少（△増加）額   － △95 35 
その他   8 △74 △17 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,107 △1,135 △2,049 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純減少額   △1,102 △189 △1,152 

長期借入れによる収入   2 14 96 

長期借入金の返済による支出   △11 △11 △380 

自己株式の取得による支出   △1 △2 △5 

配当金の支払額   △254 △286 △508 

少数株主への配当金の支払額   △17 △27 △18 

その他   0 0 137 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,384 △503 △1,832 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △15 64 46 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   1,905 2,529 1,641 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,444 9,085 7,444 

Ⅶ 連結子会社増加による現金及び現金同等
物の増加額 

  － 19 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）
残高 

※１ 9,349 11,635 9,085 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数   40社 (1)連結子会社の数   38社 (1)連結子会社の数   37社 

主要な連結子会社は次のとおり

であります。 

主要な連結子会社は次のとおり

であります。 

主要な連結子会社は次のとおり

であります。 
  

  

㈱ホビーラホビーレ 

ユニ工業㈱ 

山形三菱鉛筆精工㈱ 

㈱ユニ 

三菱鉛筆東京販売㈱ 

三菱鉛筆関西販売㈱ 

三菱鉛筆九州販売㈱ 

三菱鉛筆東北販売㈱ 

㈱永江印祥堂 

MITSUBISHI PENCIL  
CO.U.K.LTD. 

MITSUBISHI PENCIL  
VIETNAM CO.,LTD. 

台湾三菱鉛筆股份有限公司 

三菱鉛筆商務（香港） 

有限公司 

上海新華菱文具制造有限公司 

上海新華菱模具制造有限公司 

  

なお、新規設立をした深圳新華

菱文具制造有限公司及び㈱ユニ

ゼネラルサービスと合併し重要

性が増したユニ産業㈱を新たに

連結の範囲に含めました。ま

た、連結子会社のうち㈱ユニゼ

ネラルサービスはユニ産業㈱と

合併し解散したため、連結の範

囲から除いております。 

㈱ホビーラホビーレ 

ユニ工業㈱ 

山形三菱鉛筆精工㈱ 

三菱鉛筆東京販売㈱ 

三菱鉛筆関西販売㈱ 

三菱鉛筆九州販売㈱ 

三菱鉛筆東北販売㈱ 

㈱永江印祥堂 

MITSUBISHI PENCIL  
VIETNAM CO.,LTD. 

台湾三菱鉛筆股份有限公司 

三菱鉛筆商務（香港） 

有限公司 

MITSUBISHI PENCIL 
(AUSTRALIA)PTY.LTD. 

上海新華菱文具制造有限公司 

上海新華菱模具制造有限公司 

なお、連結子会社の減少（３

社）は、解散によるものであり

ます。 

㈱ホビーラホビーレ 

ユニ工業㈱ 

山形三菱鉛筆精工㈱ 

三菱鉛筆東京販売㈱ 

三菱鉛筆関西販売㈱ 

三菱鉛筆九州販売㈱ 

三菱鉛筆東北販売㈱ 

三菱鉛筆北海道販売㈱ 

㈱永江印祥堂 

MITSUBISHI PENCIL  
VIETNAM CO.,LTD. 

台湾三菱鉛筆股份有限公司 

三菱鉛筆商務（香港） 

有限公司 

MITSUBISHI PENCIL 
(AUSTRALIA)PTY.LTD. 

上海新華菱文具制造有限公司 

上海新華菱模具制造有限公司 

(2)非連結子会社の数  ３社 (2)非連結子会社の数  ２社 (2)非連結子会社の数  ３社 

主要な非連結子会社はユニ産業

㈱であります。 

主要な非連結子会社は㈱新菱で

あります。 

主要な非連結子会社はユニ産業

㈱であります。 

(3)非連結子会社について連結の範

囲から除いた理由 

(3)非連結子会社について連結の範

囲から除いた理由 

(3)非連結子会社について連結の範

囲から除いた理由 

非連結子会社３社は、総資産、

売上高、中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、連結

の範囲から除外しても合理的判

断を誤らせない程度に小規模で

あると認められるので、連結の

範囲から除外しております。 

非連結子会社２社は、総資産、

売上高、中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、連結

の範囲から除外しても合理的判

断を誤らせない程度に小規模で

あると認められるので、連結の

範囲から除外しております。 

非連結子会社３社は、総資産、

売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、連結

の範囲から除外しても合理的判

断を誤らせない程度に小規模で

あると認められるので、連結の

範囲から除外しております。 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用会社の数  ４社 (1)持分法適用会社の数  ３社 (1)持分法適用会社の数  ３社 

（関連会社４社） （関連会社３社） （関連会社３社） 

主要な持分法適用会社は次のと

おりであります。 

主要な持分法適用会社は次のと

おりであります。 

主要な持分法適用会社は次のと

おりであります。 

（関連会社） （関連会社） （関連会社） 

三菱鉛筆中部販売㈱ 三菱鉛筆中部販売㈱ 三菱鉛筆中部販売㈱ 

なお、債務超過の持分法適用会

社に対する負の持分は、持分法

適用に伴う負債として固定負債

の「その他」に計上しておりま

す。 

  なお、持分法適用会社の減少

（１社）は、売却によるもので

あります。 

(2)持分法を適用していない非連結

子会社３社は、それぞれ中間純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外

しております。 

(2)持分法を適用していない非連結

子会社２社は、それぞれ中間純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外

しております。 

(2)持分法を適用していない非連結

子会社３社は、それぞれ当期純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外

しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

下記の会社を除く連結子会社の

中間決算日は、中間連結決算日

と一致しております。 

なお、三菱鉛筆北海道販売㈱、

三菱鉛筆東北販売㈱、三菱鉛筆

東京販売㈱、三菱鉛筆埼玉県販

売㈱、三菱鉛筆関西販売㈱、三

菱鉛筆九州販売㈱、三菱鉛筆沖

縄県販売㈱、菱友トレーディン

グ㈱、㈱高井田エステート、三

菱鉛筆中国販売㈱の10社の中間

決算日は、12月31日であります

が、これら子会社については、

中間連結決算日に実施した決算

に基づく財務諸表を使用してお

ります。 

下記の会社を除く連結子会社の

中間決算日は、中間連結決算日

と一致しております。 

なお、三菱鉛筆北海道販売㈱、

三菱鉛筆東北販売㈱、三菱鉛筆

東京販売㈱、三菱鉛筆埼玉県販

売㈱、三菱鉛筆関西販売㈱、三

菱鉛筆九州販売㈱、三菱鉛筆沖

縄県販売㈱、三菱鉛筆中国販売

㈱の８社の中間決算日は、12月

31日でありますが、これら子会

社については、中間連結決算日

に実施した決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

下記の会社を除く連結子会社の

事業年度の末日は、連結決算日

と一致しております。 

なお、三菱鉛筆北海道販売㈱、

三菱鉛筆東北販売㈱、三菱鉛筆

東京販売㈱、三菱鉛筆埼玉県販

売㈱、三菱鉛筆関西販売㈱、三

菱鉛筆九州販売㈱、三菱鉛筆沖

縄県販売㈱、三菱鉛筆中国販売

㈱の８社の決算日は、６月30日

でありますが、これら子会社に

ついては、連結決算日に実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

イ．有価証券 イ．有価証券 イ．有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

同左 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

同左 同左 

ロ．デリバティブ ロ．デリバティブ ロ．デリバティブ 

時価法 同左 同左 

ハ．たな卸資産 ハ．たな卸資産 ハ．たな卸資産 

主として、総平均法による

原価法 

同左 同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

イ．有形固定資産 イ．有形固定資産 イ．有形固定資産 

連結財務諸表提出会社及び

国内連結子会社は定率法、

在外連結子会社は定額法を

採用しております。ただ

し、連結財務諸表提出会社

及び国内連結子会社は、平

成10年4月1日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を

採用しております。なお、

連結財務諸表提出会社及び

国内連結子会社の耐用年数

及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま

す。 

同左 同左 

ロ．無形固定資産 ロ．無形固定資産 ロ．無形固定資産 

定額法 同左 同左 

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては社内にお

ける利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用して

おります。 

    



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 イ．貸倒引当金 イ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

ロ．賞与引当金 ロ．賞与引当金 ロ．賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上して

おります。 

同左 同左 

ハ．役員賞与引当金 ハ．役員賞与引当金 ハ．役員賞与引当金 

連結財務諸表提出会社は、

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給

見込額の当中間連結会計期

間負担額を計上しておりま

す。 

同左 連結財務諸表提出会社は、

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上してお

ります。 

ニ．返品引当金 ニ．返品引当金 ニ．返品引当金 

販売済製品の返品による損

失に備えるため、売上高及

び過去の発生状況から必要

額を見積って計上しており

ます。 

同左 同左 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

ホ．退職給付引当金 ホ．退職給付引当金 ホ．退職給付引当金 

連結財務諸表提出会社及び

国内連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。な

お、数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理する

方法を採用しており、当中

間連結会計期間は年間償却

額の２分の１を費用計上し

ております。過去勤務債務

については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定年数（10年）に

よる定額法により費用処理

する方法を採用しており、

当中間連結会計期間は年間

償却額の２分の１を費用計

上しております。 

同左 連結財務諸表提出会社及び

国内連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。なお、数

理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数（10

年）による定額法により、

それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理する方法

を採用しております。過去

勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法によ

り費用処理する方法を採用

しております。 

ヘ．役員退職慰労引当金 ヘ．役員退職慰労引当金 ヘ．役員退職慰労引当金 

連結財務諸表提出会社は役

員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額

を計上しております。 

同左 連結財務諸表提出会社は役

員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しており

ます。 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在

外子会社の資産、負債、収益及

び費用は中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、外貨

換算差額は、「純資産の部」の

「評価・換算差額等」の「為替

換算調整勘定」並びに「少数株

主持分」に含めて計上しており

ます。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在

外子会社の資産、負債、収益及

び費用は連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、外貨

換算差額は、「純資産の部」の

「評価・換算差額等」の「為替

換算調整勘定」並びに「少数株

主持分」に含めて計上しており

ます。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 イ．ヘッジ会計の方法 イ．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約

が付されている外貨建営業

債権債務等については振当

処理を採用しております。

金利スワップについては、

特例処理を採用しておりま

す。 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約

が付されている外貨建営業

債権債務等については振当

処理を採用しております。 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約

が付されている外貨建営業

債権債務等については振当

処理を採用しております。

金利スワップについては、

特例処理を採用しておりま

す。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

為替予約取引及び金利ス

ワップ取引 

為替予約取引 為替予約取引及び金利スワ

ップ取引 

ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

外貨建営業債権債務、外

貨建予定取引及び借入金

の利息 

外貨建営業債権債務及び外

貨建予定取引 

外貨建営業債権債務、外貨

建予定取引及び借入金の利

息 



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

ハ．ヘッジ方針 ハ．ヘッジ方針 ハ．ヘッジ方針 

為替予約は、通常の取引の

範囲内で、外貨建営業債権

債務等に係る将来の為替レ

ート変動リスクを回避する

目的で包括的な為替予約取

引を行っております。為替

予約取引は、通常の外貨建

営業取引に係る輸出実績等

を踏まえ、必要な範囲で実

施しております。金利スワ

ップは、借入金の将来の金

利変動リスクを回避する目

的で行っております。 

為替予約は、通常の取引の

範囲内で、外貨建営業債権

債務等に係る将来の為替レ

ート変動リスクを回避する

目的で包括的な為替予約取

引を行っております。為替

予約取引は、通常の外貨建

営業取引に係る輸出実績等

を踏まえ、必要な範囲で実

施しております。 

為替予約は、通常の取引の

範囲内で、外貨建営業債権

債務等に係る将来の為替レ

ート変動リスクを回避する

目的で包括的な為替予約取

引を行っております。為替

予約取引は、通常の外貨建

営業取引に係る輸出実績等

を踏まえ、必要な範囲で実

施しております。金利スワ

ップは、借入金の将来の金

利変動リスクを回避する目

的で行っております。 

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ニ．ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約取引については、

取引時に重要な条件の同一

性を確認しているため、有

効性の評価を省略しており

ます。金利スワップについ

ては、特例処理の要件を充

たしているため、有効性の

評価を省略しております。 

為替予約取引については、

取引時に重要な条件の同一

性を確認しているため、有

効性の評価を省略しており

ます。 

為替予約取引については、

取引時に重要な条件の同一

性を確認しているため、有

効性の評価を省略しており

ます。金利スワップについ

ては、特例処理の要件を充

たしているため、有効性の

評価を省略しております。 

(7)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

(7)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

(7)その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 消費税等の会計処理の方法 消費税等の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しており

ます。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は164百

万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除しております。 

  当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税金等

調整前当期純利益は167百万円減

少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に

基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

（役員賞与に関する会計基準） ────── （役員賞与に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。これに

より、営業利益、経常利益及び税

金等調整前中間純利益は17百万円

減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

  当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。これにより、

営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益は35百万円減少し

ております。 

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しておりま

す。従来の資本の部の合計に相当

する金額は43,015百万円でありま

す。なお、中間連結財務諸表規則

の改正により、当中間連結会計期

間における中間連結貸借対照表の

純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成

しております。 

当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する

金額は44,363百万円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の連結財務諸表規則

により作成しております。 

────── （企業結合に係る会計基準等） ────── 

  当中間連結会計期間より、「企業

結合に係る会計基準」（企業会計

審議会 平成15年10月31日）及び

「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成17年

12月27日）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成17年12月27

日）を適用しております。 

  



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── （中間連結損益計算書） ────── 

  「売上割引」は、前中間連結会計

期間まで営業外費用の「その他」

に含めて表示しておりましたが、

当中間連結会計期間において営業

外費用の総額に占める重要性が増

したため区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間におけ

る「売上割引」の金額は14百万円

であります。 

  

────── （中間連結キャッシュ・フロー計算

書） 

────── 

  前中間連結会計期間において、投

資活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めていた「定期

預金の減少（△増加）額」は金額

的重要性が増したため、当中間連

結会計期間より区分掲記すること

としました。 

なお、前中間連結会計期間の「そ

の他」に含まれる「定期預金の減

少（△増加）額」は28百万円であ

ります。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年12月31日） 

※１．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 
  

担保資産 百万円 (百万円)

建物及び 

構築物 
1,543 (1,530)

機械装置及び
運搬具 

951 (951)

土地 202 (131)

合計 2,698 (2,614)

     

担保付債務 百万円 (百万円)

短期借入金 622 (587)

長期借入金 27 (―)

合計 650 (587)

  

  

担保資産 百万円  

建物及び 

構築物 
11  

土地 70  

その他 10  

合計 93  

     

担保付債務 百万円  

短期借入金 75  

長期借入金 21  

合計 97  
  

担保資産 百万円  

建物及び 

構築物 
12  

土地 70  

その他 17  

合計 100  

     

担保付債務 百万円  

短期借入金 38  

長期借入金 24  

合計 62  

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並

びに当該債務を示しております。 

    

２．債務保証 ２．債務保証 ２．債務保証 

金融機関からの借入に対しての債務保

証額 

金融機関からの借入に対しての債務保

証額 

金融機関からの借入に対しての債務保

証額 
  

三菱鉛筆販売協同組合 800百万円

従業員住宅ローンに 

対する債務保証額 
152 

合計 952 

  
三菱鉛筆販売協同組合 600百万円

従業員住宅ローンに 

対する債務保証額 
125 

合計 725 

三菱鉛筆販売協同組合 650百万円

従業員住宅ローンに 

対する債務保証額 
141 

合計 791 

３．受取手形（輸出手形を含む）割引高 ３．受取手形（輸出手形を含む）割引高 ３．受取手形（輸出手形を含む）割引高 

242百万円 275百万円 225百万円 

※４．    ────── ※４．中間連結会計期間末日満期手形の処理

については、当中間連結会計期間末日

は銀行休業日でありましたが、中間連

結会計期間末日満期手形については満

期日に決済が行われたものとして処理

しております。これにより中間連結会

計期間末残高から除かれている中間連

結会計期間末日満期手形は次のとおり

であります。 

※４．期末日満期手形の処理については、当

期末日は銀行休業日でありましたが、

期末日満期手形については満期日に決

済が行われたものとして処理しており

ます。これにより期末残高から除かれ

ている期末日満期手形は次のとおりで

あります。 

    
受取手形 290百万円

支払手形 49 

受取手形 294百万円

支払手形 6 

割引手形 20 

 ５．連結財務諸表提出会社は、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行６行

と貸出コミットメント契約を締結して

おります。この契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残高は以下

のとおりであります。 

 ５．連結財務諸表提出会社は、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行６行

と貸出コミットメント契約を締結して

おります。この契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残高は以下

のとおりであります。 

 ５．連結財務諸表提出会社は、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行６行

と貸出コミットメント契約を締結して

おります。この契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は以下のと

おりであります。 
  

貸出コミットメント 

の総額 
6,000百万円

借入実行残高 780 

差引額 5,220 

  
貸出コミットメント 

の総額 
6,000百万円

借入実行残高 780 

差引額 5,220 

貸出コミットメント 

の総額 
6,000百万円

借入実行残高 780 

差引額 5,220 



（中間連結損益計算書関係） 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 
  

販売促進費 1,678百万円

給与手当 2,810 

退職給付費用 87 

賞与引当金繰入額 139 

役員賞与引当金繰入額 17 

役員退職慰労引当金繰入額 187 

貸倒引当金繰入額 51 

研究開発費 1,162 

減価償却費 220 

  

  

販売促進費 1,734百万円

給与手当 2,995 

退職給付費用 114 

賞与引当金繰入額 146 

役員賞与引当金繰入額 20 

役員退職慰労引当金繰入額 47 

研究開発費 1,159 

減価償却費 209 
  

販売促進費 3,394百万円

給与手当 5,741 

退職給付費用 158 

賞与引当金繰入額 162 

役員賞与引当金繰入額 35 

役員退職慰労引当金繰入額 231 

研究開発費 2,419 

減価償却費 468 

※２．    ────── ※２．固定資産売却益の主要な項目は次のと

おりであります。 

※２．    ────── 

    
  機械装置及び運搬具 2百万円

  

※３．固定資産売却及び除却損の主要な項目

は次のとおりであります。 

※３．固定資産売却及び除却損の主要な項目

は次のとおりであります。 

※３．固定資産売却及び除却損の主要な項目

は次のとおりであります。 
  

  

その他（有形固定資産） 

除却損 
47百万円

  

  

機械装置及び運搬具 

除却損 
10百万円

機械装置及び運搬具 

除却損 

10百万円

その他（有形固定資産） 

除却損 
62 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※４．減損損失 ※４．    ────── ※４．減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

  当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 
  

場所 用途 種類 
減損
損失 

(百万円)

香川県池田町 遊休地 土地 12

北海道伊達市 遊休地 土地 2

北海道石狩市 営業資産 
建物 
土地 

100

大分県大分市
他 

営業資産 
土地及び 

リース資産 
49

      

場所 用途 種類 
減損
損失 

(百万円)

香川県池田町 遊休地 土地 12

北海道伊達市 遊休地 土地 2

北海道石狩市 営業資産 
建物 
土地 

100

大分県大分市
他 

営業資産 
土地及び 
リース資産 

51

当社グループは、管理会計上の区分を

基準に、原則として工場資産は工場単

位、営業資産は会社単位、賃貸用資

産、遊休資産は物件単位にグルーピン

グを行っております。また、連結財務

諸表提出会社の本社及び厚生設備等に

ついては、独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出さないことから共用資産と

しております。 

これらの資産グループのうち、当社グ

ループ従業員の厚生目的のため取得し

ましたが施設の建設等に至らなかった

遊休地については、帳簿価額を回収可

能額まで減額し、当該減少額を減損損

失（15百万円）として特別損失に計上

しました。また、過去２年及び将来キ

ャッシュ・フローがマイナスと見込ま

れる会社の所有する建物・土地等につ

いては、帳簿価額を回収可能額まで減

額し、当該減少額を減損損失（149百

万円）として特別損失に計上しまし

た。 

減損損失の内訳は、建物84百万円、土

地72百万円、リース資産８百万円であ

ります。 

なお、回収可能額は正味売却価額によ

り測定しており、固定資産税評価額及

び不動産業者から入手した近隣売買価

額をもとに算出した価額により評価し

ております。 

  当社グループは、管理会計上の区分を

基準に、原則として工場資産は工場単

位、営業資産は会社単位、賃貸用資

産、遊休資産は物件単位にグルーピン

グを行っております。また、連結財務

諸表提出会社の本社及び厚生設備等に

ついては、独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出さないことから共用資産と

しております。 

これらの資産グループのうち、当社グ

ループ従業員の厚生目的のため取得し

ましたが施設の建設等に至らなかった

遊休地については、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しました。

また、過去２年及び将来キャッシュ・

フローがマイナスと見込まれる会社の

所有する建物・土地等については、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に

計上しました。 

なお、回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、固定資産税評価額

及び不動産業者から入手した近隣売買

価額をもとに算出した価額により評価

しております。 

※５．特別償却積立金の取崩し ※５．    ────── ※５．    ────── 

当中間連結会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当連結会計年度

末において予定している特別償却積立

金の取崩しを前提として、当中間連結

会計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

    



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

（前中間連結会計期間）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加3,008株は、単元未満株式の買取りによる増加1,118株、連結子会社が取得した自己株

式（当社株式）の当社帰属分1,549株、持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分341株であります。

また、減少127株は、単元未満株主からの売渡請求に応じたことによるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

  

 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期間増加
株式数（株） 

当中間連結会計期間減少
株式数（株） 

当中間連結会計期間末
株式数（株） 

発行済株式  

普通株式 34,143,146 ― ― 34,143,146

合計 34,143,146 ― ― 34,143,146

自己株式  

普通株式（注） 2,039,767 3,008 127 2,042,648

合計 2,039,767 3,008 127 2,042,648

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 265 8 平成17年12月31日 平成18年３月31日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月10日 
取締役会 

普通株式 265 利益剰余金 8 平成18年６月30日 平成18年９月12日



（当中間連結会計期間）（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加6,623株は、単元未満株式の買取りによる増加1,051株、連結子会社が取得した自己株

式（当社株式）の当社帰属分5,362株、持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分210株であります。

また、減少142株は、単元未満株主からの売渡請求に応じたことによるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

  

 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期間増加
株式数（株） 

当中間連結会計期間減少
株式数（株） 

当中間連結会計期間末
株式数（株） 

発行済株式  

普通株式 34,143,146 ― ― 34,143,146

合計 34,143,146 ― ― 34,143,146

自己株式  

普通株式（注） 1,925,153 6,623 142 1,931,634

合計 1,925,153 6,623 142 1,931,634

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 298 9 平成18年12月31日 平成19年３月30日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年８月９日 
取締役会 

普通株式 298 利益剰余金 9 平成19年６月30日 平成19年９月11日



（前連結会計年度）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 自己株式の株式数の増加4,384株は、単元未満株式の買取りによる増加2,002株、連結子会社が取得した自己株式（当社株

式）の当社帰属分1,824株、持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分558株であります。また、減少

118,998株は、単元未満株主からの売渡請求に応じたことによる減少127株、連結子会社が売却した自己株式（当社株式）

76,271株、持分法適用会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分42,600株であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式  

普通株式 34,143,146 ― ― 34,143,146

合計 34,143,146 ― ― 34,143,146

自己株式  

普通株式（注） 2,039,767 4,384 118,998 1,925,153

合計 2,039,767 4,384 118,998 1,925,153

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 265 8 平成17年12月31日 平成18年３月31日

平成18年８月10日 
取締役会 

普通株式 265 8 平成18年６月30日 平成18年９月12日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 298 利益剰余金 9 平成18年12月31日 平成19年３月30日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成18年６月30日現在） （平成19年６月30日現在） （平成18年12月31日現在）
  

現金及び預金勘定 9,366百万円

預金期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△16 

現金及び現金同等物 9,349 

  
現金及び預金勘定 11,751百万円

預金期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△116 

現金及び現金同等物 11,635 

現金及び預金勘定 9,096百万円

預金期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△10 

現金及び現金同等物 9,085 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
  
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
  
(百万円)

機械
装置
及び
運搬
具 

131 88 3 39

その
他 

162 126 4 30

合計 294 215 8 70

  

  

取得価
額相当
額 
  
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
  
(百万円)

機械
装置
及び
運搬
具 

87 29 6 51

その
他 

46 26 3 17

合計 134 56 9 68

取得価
額相当
額 
  
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
  
(百万円)

機械
装置
及び
運搬
具 

74 34 6 33

その
他 

68 43 3 22

合計 143 77 9 56

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 
  

  

１年内 26百万円

１年超 52 

合計 79 

リース資産減損勘定の残高 6百万円

  

  

１年内 19百万円

１年超 56 

合計 75 

リース資産減損勘定の残高 7百万円
  

１年内 20百万円

１年超 45 

合計 65 

リース資産減損勘定の残高 8百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 
  

支払リース料 27百万円

リース資産減損勘定の 
取崩額 

1 

減価償却費相当額 24 

支払利息相当額 1 

減損損失 8 

  
支払リース料 12百万円

リース資産減損勘定の
取崩額 

0 

減価償却費相当額 8 

支払利息相当額 1 

減損損失 － 

支払リース料 43百万円

リース資産減損勘定の 
取崩額 

2 

減価償却費相当額 36 

支払利息相当額 2 

減損損失 10 

(4) 減価償却費相当額の計算方法 (4) 減価償却費相当額の計算方法 (4) 減価償却費相当額の計算方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料の総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間）（平成18年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 取得原価は減損処理後の金額であります。なお、減損処理は期末時価が取得原価より50％以上下落した場合に行っており

ます。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（当中間連結会計期間）（平成19年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 取得原価は減損処理後の金額であります。なお、減損処理は期末時価が取得原価より50％以上下落した場合に行っており

ます。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

種類 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）株式 4,031 15,273 11,242 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 4,031 15,273 11,242 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 269 

利付商工債券 3 

その他 19 

合計 292 

種類 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）株式 4,276 14,625 10,349 

(2）債券 － － － 

(3）その他 4 4 △0 

合計 4,281 14,630 10,349 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 267 

利付商工債券 3 

その他 18 

合計 289 



（前連結会計年度）（平成18年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．取得原価は減損処理後の金額であります。なお、減損処理は期末時価が取得原価より50％以上下落した場合に行ってお

ります。 

２．その他有価証券で時価のある株式について、0百万円減損処理を行っております。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 

平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用されているので、注記の対象から除外しております。 

  

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

  

種類 
取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）株式 4,166 15,021 10,854 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 4,166 15,021 10,854 

種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 267 

利付商工債券 3 

その他 19 

合計 290 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 

平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 一セグメントの売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合が

いずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

（前中間連結会計期間）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……香港、台湾、他 

(2）その他……英国、豪州、他 

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の

変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。これにより当中間連結会計期間の営業費用は、日本が17百万円増加し、営業利益が同額減

少しております。 

  

（当中間連結会計期間）（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……香港、台湾、他 

(2）その他……英国、豪州、他 

  
 

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 25,256 2,466 1,281 29,004 － 29,004

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

2,254 1,951 － 4,205 △4,205 －

計 27,510 4,417 1,281 33,209 △4,205 29,004

営業費用 25,752 3,787 1,257 30,797 △4,238 26,558

営業利益 1,758 630 23 2,412 32 2,445

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 23,994 2,970 1,567 28,532 － 28,532

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

2,749 1,990 － 4,739 △4,739 －

計 26,743 4,960 1,567 33,271 △4,739 28,532

営業費用 24,957 4,185 1,472 30,615 △4,775 25,839

営業利益 1,785 775 95 2,656 36 2,692



（前連結会計年度）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……香港、台湾、他 

(2）その他……英国、豪州、他 

３．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に

記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。これにより当連結会計年度の営業費用は、日本が35百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

  

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 49,234 5,542 2,830 57,607 － 57,607

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

4,388 4,104 － 8,493 △8,493 －

計 53,623 9,647 2,830 66,100 △8,493 57,607

営業費用 50,566 8,046 2,767 61,380 △8,646 52,734

営業利益 3,056 1,600 62 4,719 153 4,872



【海外売上高】 

（前中間連結会計期間）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アメリカ………米国、他 

(2）アジア…………香港、台湾、他 

(3）その他…………英国、他 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

  アメリカ アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 5,278 2,810 4,250 12,338 

Ⅱ 連結売上高 （百万円） － － － 29,004 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 （％） 18.2 9.7 14.6 42.5 



（当中間連結会計期間）（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アメリカ………米国、他 

(2）アジア…………香港、台湾、他 

(3）その他…………英国、他 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

（前連結会計年度）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アメリカ………米国、他 

(2）アジア…………香港、台湾、他 

(3）その他…………英国、他 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

（企業結合等関係） 

（当中間連結会計期間）（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

１．結合当事企業 

 当社連結子会社である㈱ユニゼネラルサービスと当社非連結子会社であるユニ産業㈱。 

 いずれの会社も当社の完全子会社であります。 

２．結合対象となった事業の名称 

筆記具及び筆記具周辺商品事業 

３．企業結合の法的形式 

 ㈱ユニゼネラルサービスを解散会社、ユニ産業㈱を承継会社とする吸収合併（共通支配下の取引）を行なっておりま

す。 

４．結合後企業の名称 

ユニ産業㈱ 

５．取引の目的を含む取引の概要 

イ．取引の目的 

 当社グループの人事総務サービス効率化のためであります。 

ロ．合併期日 

平成19年４月１日 

 なお、当社の完全子会社同士の合併でありますので、新株式の発行、資本金の増加及び、合併交付金の支払いは行っ

ておりません。 

６．実施した会計処理の概要 

 本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12月27日）に基づき、共通支配下の取引とし

て、会計処理を行っております。 

 

  アメリカ アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 4,665 3,210 4,690 12,567 

Ⅱ 連結売上高 （百万円） － － － 28,532 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 （％） 16.4 11.3 16.4 44.1 

  アメリカ アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 10,335 6,033 8,569 24,937 

Ⅱ 連結売上高 （百万円） － － － 57,607 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 （％） 17.9 10.5 14.9 43.3 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,339.92円

１株当たり中間純利益 52.18円

 
１株当たり純資産額 1,430.88円

１株当たり中間純利益 62.13円

１株当たり純資産額 1,376.83円

１株当たり当期純利益 99.36円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載を省略しており

ます。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載を省略しており

ます。 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

純資産の部の合計額 （百万円） 43,756 46,774 45,219 

純資産の部の合計額から 

控除する金額 
（百万円） 744 684 860 

（うち少数株主持分） (744) (684) (860) 

普通株式に係る中間期末 

（期末）の純資産額 
（百万円） 43,012 46,090 44,358 

中間期末（期末）の 

普通株式の数 
（株） 32,100,498 32,211,512 32,217,993 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

中間（当期）純利益 （百万円） 1,674 2,001 3,192 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － － 

普通株式に係る中間 

（当期）純利益 
（百万円） 1,674 2,001 3,192 

期中平均株式数 （株） 32,101,703 32,212,177 32,130,828 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   4,864 6,735 4,922  

２．受取手形 ※６ 355 227 355  

３．売掛金   13,450 13,300 13,466  

４．たな卸資産   6,990 6,818 7,050  

５．繰延税金資産   481 573 533  

６．未収入金   2,209 2,299 1,940  

７．その他 ※４ 890 882 1,141  

貸倒引当金   △311 △229 △260  

流動資産合計     28,931 47.1 30,608 49.3   29,150 47.7

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※１      

（1）建物 ※２ 3,577 3,406 3,464  

（2）機械及び装置 ※２ 2,218 2,105 2,203  

（3）土地 ※２ 3,856 3,850 3,850  

（4）その他 ※２ 1,959 1,942 1,853  

有形固定資産合計     11,612 18.9 11,304 18.2   11,372 18.6

２．無形固定資産     194 0.3 214 0.4   241 0.4

３．投資その他の資産        

（1）投資有価証券   17,225 16,592 16,969  

（2）長期貸付金   656 695 676  

（3）前払年金費用   2,007 1,893 1,936  

（4）その他   1,214 1,146 1,163  

貸倒引当金   △448 △408 △407  

投資その他の資産合計     20,655 33.7 19,920 32.1   20,337 33.3

固定資産合計     32,462 52.9 31,439 50.7   31,951 52.3

資産合計     61,393 100.0 62,048 100.0   61,101 100.0

         



  

 

    
前中間会計期間末

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形 ※６ 1,943 1,839 1,639  

２．買掛金   8,497 8,386 7,844  

３．短期借入金 ※２ 894 780 780  

４．未払法人税等   628 744 1,029  

５．賞与引当金   267 275 265  

６．役員賞与引当金   17 20 35  

７．返品引当金   77 55 60  

８．その他   2,528 2,434 2,490  

流動負債合計     14,852 24.2 14,534 23.4   14,144 23.1

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   4,098 3,915 4,007  

２．退職給付引当金   3,127 2,990 3,073  

３．役員退職慰労引当金   489 564 534  

４．その他   66 66 66  

固定負債合計     7,782 12.7 7,537 12.2   7,681 12.6

負債合計     22,634 36.9 22,071 35.6   21,825 35.7

         



  

  

    
前中間会計期間末

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本        

１．資本金     4,497 7.3 4,497 7.2   4,497 7.3

２．資本剰余金        

（1）資本準備金   3,582 3,582 3,582  

（2）その他資本剰余金   0 0 0  

資本剰余金合計     3,582 5.8 3,582 5.8   3,582 5.9

３．利益剰余金        

（1）利益準備金   824 824 824  

（2）その他利益剰余金        

特別償却積立金   55 30 41  

固定資産圧縮 
記帳積立金 

  412 412 412  

別途積立金   21,085 22,585 21,085  

繰越利益剰余金   2,370 2,649 3,137  

利益剰余金合計     24,747 40.3 26,502 42.7   25,500 41.7

４．自己株式     △752 △1.2 △755 △1.2   △753 △1.2

株主資本合計     32,075 52.2 33,827 54.5   32,827 53.7

Ⅱ 評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価 
差額金 

    6,685 10.9 6,152 9.9   6,454 10.6

２．繰延ヘッジ損益     △2 △0.0 △3 △0.0   △4 △0.0

評価・換算差額等合計     6,682 10.9 6,149 9.9   6,449 10.6

純資産合計     38,758 63.1 39,976 64.4   39,276 64.3

負債純資産合計     61,393 100.0 62,048 100.0   61,101 100.0

            



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     23,092 100.0 22,613 100.0   45,242 100.0

Ⅱ 売上原価     14,976 64.9 14,703 65.0   29,521 65.3

売上総利益     8,115 35.1 7,909 35.0   15,721 34.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費     6,778 29.3 6,466 28.6   13,207 29.1

営業利益     1,337 5.8 1,442 6.4   2,513 5.6

Ⅳ 営業外収益 ※１   506 2.2 580 2.5   1,301 2.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   32 0.2 29 0.1   67 0.2

経常利益     1,811 7.8 1,993 8.8   3,747 8.3

Ⅵ 特別利益 ※３   － － 130 0.6   21 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4,5   60 0.2 44 0.2   82 0.2

税引前中間（当期）純利益     1,750 7.6 2,080 9.2   3,686 8.1

法人税、住民税及び事業税 ※７ 596 707 1,497  

法人税等調整額 ※７ △33 562 2.5 72 779 3.4 △16 1,480 3.2

中間（当期）純利益     1,187 5.1 1,300 5.8   2,205 4.9

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

  

 （注） 剰余金の配当△265百万円、特別償却積立金の繰入れのうち△20百万円、特別償却積立金の取崩しのうち23百万円、別途積

立金の積立て△1,500百万円、役員賞与の支給△30百万円は前期の定時株主総会における利益処分による増減であります。

 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金

利益 
剰余金 
合計 

特別
償却 

積立金

固定
資産 
圧縮 
記帳 
積立金

別途
積立金

繰越
利益 
剰余金

平成17年12月31日 残高 
（百万円）

4,497 3,582 0 3,582 824 68 412 19,585 2,965 23,855 △750 31,185

中間会計期間中の変動額          

特別償却積立金の繰入れ （注）       24 △24 －   －

特別償却積立金の取崩し （注）       △37 37 －   －

別途積立金の積立て   （注）       1,500 △1,500 －   －

剰余金の配当      （注）       △265 △265   △265

役員賞与の支給     （注）       △30 △30   △30

中間純利益       1,187 1,187   1,187

自己株式の処分     0 0   0 0

自己株式の取得         △1 △1

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

         

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

－ － 0 0 － △13 － 1,500 △594 892 △1 890

平成18年６月30日 残高 
（百万円）

4,497 3,582 0 3,582 824 55 412 21,085 2,370 24,747 △752 32,075

  

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 
（百万円）

6,903 － 6,903 38,089

中間会計期間中の変動額  

特別償却積立金の繰入れ （注）   －

特別償却積立金の取崩し （注）   －

別途積立金の積立て   （注）   －

剰余金の配当      （注）   △265

役員賞与の支給     （注）   △30

中間純利益   1,187

自己株式の処分   0

自己株式の取得   △1

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△217 △2 △220 △220

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

△217 △2 △220 669

平成18年６月30日 残高 
（百万円）

6,685 △2 6,682 38,758



当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主
資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金

利益 
剰余金 
合計 

特別
償却 

積立金

固定
資産 
圧縮 
記帳 
積立金

別途
積立金

繰越
利益 
剰余金

平成18年12月31日 残高 
（百万円）

4,497 3,582 0 3,582 824 41 412 21,085 3,137 25,500 △753 32,827

中間会計期間中の変動額          

特別償却積立金の繰入れ           

特別償却積立金の取崩し        △10 10 －   －

別途積立金の積立て          1,500 △1,500 －   －

剰余金の配当             △298 △298   △298

中間純利益       1,300 1,300   1,300

自己株式の処分     0 0   0 0

自己株式の取得         △1 △1

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

         

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

－ － 0 0 － △10 － 1,500 △487 1,001 △1 1,000

平成19年６月30日 残高 
（百万円）

4,497 3,582 0 3,582 824 30 412 22,585 2,649 26,502 △755 33,827

  

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

平成18年12月31日 残高 
（百万円）

6,454 △4 6,449 39,276

中間会計期間中の変動額  

特別償却積立金の繰入れ    －

特別償却積立金の取崩し    －

別途積立金の積立て      －

剰余金の配当         △298

中間純利益   1,300

自己株式の処分   0

自己株式の取得   △1

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△301 1 △299 △299

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

△301 1 △299 700

平成19年６月30日 残高 
（百万円）

6,152 △3 6,149 39,976



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  

 （注） 剰余金の配当△265百万円、特別償却積立金の繰入れのうち△20百万円、特別償却積立金の取崩しのうち23百万円、別途積

立金の積立て△1,500百万円、役員賞与の支給△30百万円は前期の定時株主総会における利益処分による増減であります。

  

  次へ 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主
資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金

利益 
剰余金 
合計 

特別
償却 

積立金

固定
資産 
圧縮 
記帳 
積立金

別途
積立金

繰越
利益 
剰余金

平成17年12月31日 残高 
（百万円）

4,497 3,582 0 3,582 824 68 412 19,585 2,965 23,855 △750 31,185

事業年度中の変動額          

特別償却積立金の繰入れ （注）       24 △24 －   －

特別償却積立金の取崩し （注）       △51 51 －   －

別途積立金の積立て   （注）       1,500 △1,500 －   －

剰余金の配当      （注）       △530 △530   △530

役員賞与の支給     （注）       △30 △30   △30

当期純利益       2,205 2,205   2,205

自己株式の処分     0 0   0 0

自己株式の取得         △2 △2

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

         

事業年度中の変動額合計 
（百万円）

－ － 0 0 － △27 － 1,500 171 1,644 △2 1,641

平成18年12月31日 残高 
（百万円）

4,497 3,582 0 3,582 824 41 412 21,085 3,137 25,500 △753 32,827

  

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 
（百万円）

6,903 － 6,903 38,089

事業年度中の変動額  

特別償却積立金の繰入れ （注）   －

特別償却積立金の取崩し （注）   －

別途積立金の積立て   （注）   －

剰余金の配当      （注）   △530

役員賞与の支給     （注）   △30

当期純利益   2,205

自己株式の処分   0

自己株式の取得   △2

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△449 △4 △454 △454

事業年度中の変動額合計 
（百万円）

△449 △4 △454 1,187

平成18年12月31日 残高 
（百万円）

6,454 △4 6,449 39,276



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

同左 決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法 同左 同左 

(2)デリバティブ (2)デリバティブ (2)デリバティブ 

時価法 同左 同左 

(3)たな卸資産 (3)たな卸資産 (3)たな卸資産 

製品・半製品・原材料及び仕掛

品 

製品・半製品・原材料及び仕掛

品 

製品・半製品・原材料及び仕掛

品 

総平均法による原価法 同左 同左 

貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

最終仕入原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法 同左 同左 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採

用しております。なお、耐用年

数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

    

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

定額法 同左 同左 

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

    



 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 同左 

(2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

同左 同左 

(3)役員賞与引当金 (3)役員賞与引当金 (3)役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

同左 役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

(4)返品引当金 (4)返品引当金 (4)返品引当金 

販売済製品の返品による損失に

備えるため、売上高及び過去の

発生状況から必要額を見積って

計上しております。 

同左 同左 

(5)退職給付引当金 (5)退職給付引当金 (5)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。な

お、数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（10年）による定額法に

より、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理する方法を採用

しており、当中間会計期間は年

間償却額の２分の１を費用計上

しております。過去勤務債務に

ついては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

年数（10年）による定額法によ

り費用処理する方法を採用して

おり、当中間会計期間は年間償

却額の２分の１を費用計上して

おります。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。なお、数

理計算上の差異については、各

事業年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法により、

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理する方法を採用してお

ります。過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法により費

用処理する方法を採用しており

ます。 



 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(6)役員退職慰労引当金 (6)役員退職慰労引当金 (6)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間会計

期間末要支給額を計上しており

ます。 

同左 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、為替予約が付され

ている外貨建金銭債権等につい

ては振当処理を採用しておりま

す。金利スワップについては、

特例処理を採用しております。 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、為替予約が付され

ている外貨建金銭債権等につい

ては振当処理を採用しておりま

す。 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、為替予約が付され

ている外貨建金銭債権等につい

ては振当処理を採用しておりま

す。金利スワップについては、

特例処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

為替予約取引及び金利スワッ

プ取引 

為替予約取引 為替予約取引及び金利スワップ

取引 

ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

外貨建金銭債権、外貨建予定

取引及び借入金の利息 

外貨建金銭債権、外貨建予定取

引 

外貨建金銭債権、外貨建予定取

引及び借入金の利息 

(3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

為替予約は、通常の取引の範囲

内で、外貨建金銭債権等に係る

将来の為替レート変動リスクを

回避する目的で包括的な為替予

約取引を行っております。為替

予約取引は、通常の外貨建金銭

取引に係る輸出実績等を踏ま

え、必要な範囲で実施しており

ます。金利スワップは、借入金

の将来の金利変動リスクを回避

する目的で行っております。 

為替予約は、通常の取引の範囲

内で、外貨建金銭債権等に係る

将来の為替レート変動リスクを

回避する目的で包括的な為替予

約取引を行っております。為替

予約取引は、通常の外貨建金銭

取引に係る輸出実績等を踏ま

え、必要な範囲で実施しており

ます。 

為替予約は、通常の取引の範囲

内で、外貨建金銭債権等に係る

将来の為替レート変動リスクを

回避する目的で包括的な為替予

約取引を行っております。為替

予約取引は、通常の外貨建金銭

取引に係る輸出実績等を踏ま

え、必要な範囲で実施しており

ます。金利スワップは、借入金

の将来の金利変動リスクを回避

する目的で行っております。 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 (4)ヘッジの有効性評価の方法 (4)ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約取引については、取引

時に重要な条件の同一性を確認

しているため、有効性の評価を

省略しております。金利スワッ

プについては、特例処理の要件

を充たしているため、有効性の

評価を省略しております。 

為替予約取引については、取引

時に重要な条件の同一性を確認

しているため、有効性の評価を

省略しております。 

為替予約取引については、取引

時に重要な条件の同一性を確認

しているため、有効性の評価を

省略しております。金利スワッ

プについては、特例処理の要件

を充たしているため、有効性の

評価を省略しております。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 消費税等の会計処理の方法 消費税等の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用して

おります。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税引前

中間純利益は12百万円減少してお

ります。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

  当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これにより税引前当

期純利益は12百万円減少しており

ます。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基

づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

（役員賞与に関する会計基準） ────── （役員賞与に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。これにより、

営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益は17百万円減少しており

ます。 

  当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）を適用

しております。これにより、営業

利益、経常利益及び税引前当期純

利益は35百万円減少しておりま

す。 



  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は38,761百万円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

  当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月

９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は39,281百万円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、改正

後の財務諸表等規則により作成し

ております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

26,171百万円 26,992百万円 26,582百万円 

※２．有形固定資産のうち本社、横浜事業

所、山形工場及び群馬工場は工場財団

を組成して下記のとおり借入金の担保

に供しております。 

※２．    ────── ※２．    ────── 

  
担保資産  

建物 1,442百万円

機械及び装置 951 

土地 131 

その他 88 

 合計 2,614 

      

  
担保付債務  

長期借入金 54百万円

（一年以内返済予定分） 

短期借入金 533 

 合計 587 

      

３．債務保証 ３．債務保証 ３．債務保証 

関係会社等の金融機関からの借入等に

対する債務保証額 

関係会社等の金融機関からの借入等に

対する債務保証額 

関係会社等の金融機関からの借入等に

対する債務保証額 
  

三菱鉛筆 
販売協同組合 

800百万円

ユニポリマー㈱ 159 

MITSUBISHI PENCIL 
CO.U.K.LTD. 155 

㈱ユニ 85 

ユニ工業㈱ 80 

㈱ホビーラホビーレ 50 

その他３件 89 

従業員住宅ローンに
対する債務保証額 

152 

合計 1,572 

  

  

三菱鉛筆 
販売協同組合 

600百万円

ユニポリマー㈱ 191 

㈱ユニ 96 

その他５件 113 

従業員住宅ローンに
対する債務保証額 

125 

合計 1,127 

  

三菱鉛筆 
販売協同組合 

650百万円

ユニポリマー㈱ 159 

MITSUBISHI PENCIL 
CO.U.K.LTD. 

100 

㈱ユニ 97 

ユニ工業㈱ 50 

その他３件 69 

従業員住宅ローンに
対する債務保証額 

141 

合計 1,268 

※４．中間財務諸表における消費税等の表示 ※４．中間財務諸表における消費税等の表示 ※４．    ────── 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ流動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

同左   

５．受取手形（輸出手形を含む）割引高 ５．受取手形（輸出手形を含む）割引高 ５．受取手形（輸出手形を含む）割引高 

179百万円 235百万円 191百万円 



  

 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※６．    ────── ※６．中間期末日満期手形については、当中

間会計期間末日は銀行休業日でありま

したが、中間期末日満期手形について

は満期日に決済が行われたものとして

処理しております。これにより中間会

計期間末残高から除かれている中間期

末日満期手形は次のとおりでありま

す。 

※６．期末日満期手形の処理については、 

当期末日は銀行休業日でありました

が、期末日満期手形については満期日

に決済が行われたものとして処理して

おります。これにより期末残高から除

かれている期末日満期手形は次のとお

りであります。 

    
受取手形 23百万円

支払手形 2 

受取手形 9百万円

支払手形 3 

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。この契

約に基づく当中間会計期間末の借入未

実行残高は以下のとおりであります。 

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。この契

約に基づく当中間会計期間末の借入未

実行残高は以下のとおりであります。 

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。この契

約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は以下のとおりであります。 
  

貸出コミットメント 

の総額 
6,000百万円

借入実行残高 780 

差引額 5,220 

  
貸出コミットメント 

の総額 
6,000百万円

借入実行残高 780 

差引額 5,220 

貸出コミットメント 

の総額 
6,000百万円

借入実行残高 780 

差引額 5,220 



（中間損益計算書関係） 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 
  

受取利息 22百万円

受取配当金 239 

受取家賃及び地代 212 

  
受取利息 23百万円

受取配当金 217 

受取家賃及び地代 220 

受取利息 45百万円

受取配当金 614 

受取家賃及び地代 441 

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 
  

支払利息 4百万円
  

支払利息 4百万円 支払利息 8百万円

※３．    ────── ※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 
    

投資有価証券売却益 100百万円

貸倒引当金戻入益 30 
  

貸倒引当金戻入益 21百万円

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 
  

その他（有形固定 
資産）除却損 

30百万円

減損損失 12 

  

  
投資有価証券売却損 32百万円 工具器具及び備

品除却損 
41百万円

減損損失 12 

※５．減損損失 ※５．    ────── ※５．減損損失 

当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失

を計上しました。 

  当事業年度において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計

上しました。 
  

場所 用途 種類 
減損 
損失 

(百万円)

香川県池田町 遊休地 土地 12

      

場所 用途 種類 
減損 
損失 

(百万円)

香川県池田町 遊休地 土地 12 

当社は、管理会計上の区分を基本

に、原則として工場資産は工場単位

に、賃貸用資産、遊休資産について

は物件単位にグルーピングを行って

おります。また、本社及び厚生施設

等については、独立したキャッシ

ュ・フローを生み出さないことから

共用資産としております。 

当該資産グループに係る、上記土地

は、当社グループ従業員の厚生目的

のため取得しておりましたが、施設

の建設等に至らず遊休地となってお

り、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しました。 

なお、回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、不動産業者

から入手した近隣売買価額をもとに

算出した価額により評価しておりま

す。 

  当社は、管理会計上の区分を基本

に、原則として工場資産は工場単位

に、賃貸用資産、遊休資産について

は物件単位にグルーピングを行って

おります。また、本社及び厚生施設

等については、独立したキャッシ

ュ・フローを生み出さないことから

共用資産としております。 

当該資産グループに係る、上記土地

は、当社グループ従業員の厚生目的

のため取得しておりましたが、施設

の建設等に至らず遊休地となってお

り、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しました。 

なお、回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、不動産業者

から入手した近隣売買価額をもとに

算出した価額により評価しておりま

す。 

６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 
  

有形固定資産 578百万円

無形固定資産 32 

  
有形固定資産 559百万円

無形固定資産 34 

有形固定資産 1,276百万円

無形固定資産 68 



  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

（前中間会計期間）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,118株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少127株は、単元未満株主か

らの売渡請求に応じたことによるものであります。 

  

（当中間会計期間）（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,051株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少142株は、単元未満株主か

らの売渡請求に応じたことによるものであります。 

  

（前事業年度）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加2,002株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少127株は、単元未満株主か

らの売渡請求に応じたことによるものであります。 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※７．特別償却積立金の取崩し ※７．   ────── ※７．   ────── 

当中間会計期間に係る納付税額及び

法人税等調整額は、当事業年度末に

おいて予定している特別償却積立金

の取崩しを前提として、当中間会計

期間に係る金額を計算しておりま

す。 

    

  
前事業年度末
株式数（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 （注） 979,440 1,118 127 980,431

合計 979,440 1,118 127 980,431

  
前事業年度末
株式数（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 （注） 981,315 1,051 142 982,224

合計 981,315 1,051 142 982,224

  
前事業年度末
株式数（株） 

当事業年度増加
株式数（株） 

当事業年度減少
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

普通株式 （注） 979,440 2,002 127 981,315

合計 979,440 2,002 127 981,315



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 
  

  

取得価
額相当
額 
  
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
  
(百万円) 

機械及
び装置 

63 61 1 

その他 100 83 16 

合計 163 145 18 

  

  

取得価
額相当
額 
  
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
  
(百万円)

機械及
び装置 

6 6 0

その他 24 12 11

合計 30 18 12

取得価
額相当
額 
  
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
  
(百万円) 

機械及
び装置 

6 5 0 

その他 36 25 10 

合計 42 31 11 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 10百万円

１年超 6 

合計 17 

  
１年内 3百万円

１年超 5 

合計 9 

１年内 5百万円

１年超 4 

合計 10 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 
  

支払リース料 15百万円

減価償却費相当額 13 

支払利息相当額 0 

  
支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3 

支払利息相当額 0 

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 20 

支払利息相当額 0 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料の総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 同左 

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ませんので、項目等の記載は省略してお

ります。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

平成19年８月９日開催の取締役会において、第133期の中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（注）平成19年６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

  

  中間配当金額 298百万円  

  １株当たりの額 ９円00銭  

  支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年９月11日  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第132期）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）平成19年３月29日関東財務局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月14日

三 菱 鉛 筆 株 式 会 社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指 定 社 員

業務執行社員

  
  

公認会計士 落 合   操  印 

  
指 定 社 員

業務執行社員
  公認会計士 笛 木 忠 男  印 

  
指 定 社 員

業務執行社員
  公認会計士 宮 原 正 弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

菱鉛筆株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年１月１

日から平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、三菱鉛筆株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年９月12日

三 菱 鉛 筆 株 式 会 社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指 定 社 員

業務執行社員

  
  

公認会計士 落 合   操  印 

  
指 定 社 員

業務執行社員
  公認会計士 笛 木 忠 男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

菱鉛筆株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年１月１

日から平成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、三菱鉛筆株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月14日

三 菱 鉛 筆 株 式 会 社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指 定 社 員

業務執行社員

  
  

公認会計士 落 合   操  印 

  
指 定 社 員

業務執行社員
  公認会計士 笛 木 忠 男  印 

  
指 定 社 員

業務執行社員
  公認会計士 宮 原 正 弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

菱鉛筆株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第132期事業年度の中間会計期間（平成18年１月１

日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三菱鉛筆株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年１

月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年９月12日

三 菱 鉛 筆 株 式 会 社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指 定 社 員

業務執行社員

  
  

公認会計士 落 合   操  印 

  
指 定 社 員

業務執行社員
  公認会計士 笛 木 忠 男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

菱鉛筆株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第133期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１

日から平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三菱鉛筆株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１

月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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